
平成２８年度決算のポイント

加古川市企画部



１ 決算の概要

● 一般会計
・歳入総額 ： 875億9,671万円
・歳出総額 ： 870億5,132万円
・繰越財源 ： 2億7,312万円
・実質収支 ： 2億7,227万円（黒字）

●特別会計（11会計）
・歳入総額 ： 683億 672万円
・歳出総額 ： 670億3,402万円
・実質収支 ： 12億7,270万円（黒字）
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（億円）
【実質収支の推移】

一般会計 特別会計

【各会計決算の状況】 （単位：億円）

区分 歳入 歳出 差引 翌年度 実質収支

会計  (A) (B) (A)－(B) 繰越財源

一般会計 876.0 870.5 5.5 2.7 2.7

特別会計 683.1 670.3 12.7 0.0 12.7

国民健康保険事業 334.9 329.1 5.8 5.8

後期高齢者医療事業 30.2 29.5 0.7 0.7

介護保険事業 162.5 158.4 4.1 4.1

公園墓地造成事業 2.7 2.3 0.3 0.3

夜間急病医療事業 3.1 2.8 0.3 0.3

歯科保健センタ－事業 1.1 0.8 0.3 0.3

緊急通報システム事業 0.2 0.2 0.0 0.0

病院事業債管理事業 144.2 144.2 0.0 0.0

公設地方卸売市場事業 1.3 1.3 0.0 0.0

駐車場事業 0.6 0.7 △ 0.1 △ 0.1

財産区 2.3 0.9 1.3 1.3

合計 1,559.0 1,540.9 18.2 2.7 15.4

※端数処理の関係で、内訳と合計が一致しない場合があります。



２ 歳入（一般会計）

●前年度比11.1％増の875億9,671万円
【主な増減要因】

●繰入金 ： 市債管理基金繰入金の増加等により、52億2,471万円の増額
●地方交付税 ： 普通交付税の減収等により、8億2,864万円の減額
●国庫支出金 ： 保育所等整備事業費補助金の増加等により、9億7,349万円の増額
●市債 ： 市民病院機構への出資に係る病院事業債の増加等により、16億6,400万円の増額
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（億円） 【歳入の推移】

市税 分担金・負担金 使用料・手数料

諸収入等 地方譲与税等 地方消費税交付金

地方交付税 国庫支出金 県支出金

【対前年度比較】 （単位：億円・％）

区分 増減額 増減率

区分・科目 金額 構成比 金額 構成比

自主財源 538.2 61.4 461.0 58.5 77.2 16.7

市税 397.9 45.4 388.5 49.3 9.4 2.4

分担金・負担金 9.6 1.1 11.7 1.5 △ 2.1 △ 17.9

使用料・手数料 12.7 1.4 12.0 1.5 0.6 5.0

繰入金 52.4 6.0 0.1 0.0 52.2 52,200.0

繰越金 7.1 0.8 6.7 0.8 0.4 6.0

その他 58.6 6.7 41.9 5.3 16.7 39.9

依存財源 337.8 38.6 327.4 41.5 10.3 3.1

地方消費税交付金 40.9 4.7 45.3 5.7 △ 4.4 △ 9.7

地方交付税 40.9 4.7 49.2 6.2 △ 8.3 △ 16.9

国庫支出金 125.3 14.3 115.5 14.6 9.7 8.4

県支出金 54.7 6.2 55.2 7.0 △ 0.4 △ 0.7

市債 60.7 6.9 44.1 5.6 16.6 37.6

その他 15.2 1.7 18.1 2.3 △ 2.9 △ 16.0

合計 876.0 100.0 788.4 100.0 87.6 11.1

※端数処理の関係で、内訳と合計が一致しない場合があります。

H28決算 H27決算



３－１ 歳出〔目的別〕（一般会計）

●前年度比11.4％増の870億5,132万円
【主な増減要因】

●民生費 ： 保育所等整備事業の増加等により、20億823万円の増額
●衛生費 ： 病院事業債管理事業特別会計への繰出金の増加等により、79億5,657万円の増額
●商工費 ： 企業融資斡旋制度預託金の減少等により、8億7,986万円の減額
●教育費 ： 小学校教育環境整備事業の増加等により、12億5,926万円の増額

【対前年度比較】 （単位：億円・％）

区分 増減額 増減率

科目 金額 構成比 金額 構成比

議会費 5.2 0.6 5.8 0.7 △ 0.6 △ 10.3

総務費 120.0 13.8 119.5 15.3 0.5 0.4

民生費 316.5 36.4 296.5 37.9 20.0 6.7

衛生費 149.8 17.2 70.2 9.0 79.6 113.4

労働費 5.0 0.6 10.9 1.4 △ 5.9 △ 54.1

農林水産業費 7.9 0.9 8.6 1.1 △ 0.7 △ 8.1

商工費 6.7 0.8 15.5 2.0 △ 8.8 △ 56.8

土木費 73.3 8.4 79.8 10.2 △ 6.5 △ 8.1

消防費 31.4 3.6 30.6 3.9 0.8 2.6

教育費 67.7 7.8 55.1 7.1 12.6 22.9

災害復旧費 0.0 0.0 0.5 0.1 △ 0.5 △ 100.0

公債費 87.0 10.0 88.3 11.3 △ 1.3 △ 1.5

合計 870.5 100.0 781.3 100.0 89.3 11.4

※端数処理の関係で、内訳と合計が一致しない場合があります。

H28決算 H27決算
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（億円） 【歳出（目的別）の推移】

総務費 民生費 衛生費 土木費 消防費 教育費 公債費 その他



３－２ 歳出〔性質別〕（一般会計）

【主な増減要因】
●扶助費 ： 教育・保育給付費の増加等により、 8億4,044万円の増額
●普通建設事業費 ： 小・中学校教育環境整備事業の増加等により、16億2,711万円の増額
●貸付金 ： 企業融資斡旋制度預託金等の減少により、12億1,650万円の減額
●繰出金 ： 病院事業債管理事業特別会計への繰出金の増加等により、59億6,758万円の増額
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（億円） 【歳出（性質別）の推移】

人件費 扶助費 公債費 物件費
維持補修費 補助費等 普通建設事業費 貸付金
繰出金 その他

【対前年度比較】 （単位：億円・％）

区分 増減額 増減率

性質 金額 構成比 金額 構成比

義務的経費 442.5 50.8 435.5 55.7 7.0 1.6

人件費 151.9 17.4 151.9 19.4 0.0 0.0

扶助費 202.9 23.3 194.5 24.9 8.4 4.3

公債費 87.6 10.1 89.1 11.4 △ 1.5 △ 1.7

その他 428.0 49.2 345.8 44.3 82.2 23.8

物件費 98.5 11.3 94.1 12.0 4.4 4.7

維持補修費 8.4 1.0 8.1 1.0 0.3 3.7

補助費等 69.0 7.9 62.9 8.1 6.1 9.7

普通建設事業費 72.2 8.3 56.0 7.2 16.3 29.1

貸付金 7.8 0.9 20.0 2.6 △ 12.2 △ 61.0

繰出金 131.1 15.1 71.4 9.1 59.7 83.6

その他 40.9 4.7 33.3 4.3 7.6 22.8

合計 870.5 100.0 781.3 100.0 89.3 11.4

※端数処理の関係で、内訳と合計が一致しない場合があります。
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４－１ 家計に例えると（収入）

●一般会計の決算額を 1／20,000 にして、年間約440万円の家計の家庭に置き換えてみました。

●会社の収益が少し回復し、給料が増額となりまし
たが、親からの援助が減りました。

●景気の先行きが不透明な中、今後も給料の増加
は見込めません。

●ローンを組むことで、一時的に苦しい時期を乗り
切ることはできますが、将来その返済が家計を圧迫
するので、ローンだけに頼ることはできません。

（単位：億円）

 給料  市税

 パート収入

 親からの援助

 貯金の解約 繰入金

 ローン借入  市債

 その他  諸収入等

※端数処理の関係で、内訳と合計が一致しない場合があります。

合　計 438.0 合　計 876.0 100.0%

30.4 60.7 6.9%

32.9 65.8 7.5%

138.5  国県支出金、地方交付税、地方譲与税等 277.0 31.6%

26.2 52.4 6.0%

198.9 397.9 45.4%

11.1  使用料、手数料、負担金等 22.2 2.6%

家計に例えた場合 （単位：万円） 加古川市の歳入

項　目 H28年度 項　目 H28年度 構成比

給料

198.9万円

45.4%

パート収入

11.1万円

2.6%

親からの

援助

138.5万円

31.6%

貯金の解約

26.2万円

6.0%

ローン借入

30.4万円

6.9%

その他

32.9万円

7.5%



４－２ 家計に例えると（支出）

●一般会計の決算額を 1／20,000 にして、年間約440万円の家計の家庭に置き換えてみました。

●食費、ローン返済、医療費などの必ず支払わな
ければならない経費が家計の大半を占めていま
す。

●今後も医療費は増える見込みで、老朽化した自
宅や設備の大がかりな改修も控えています。

●少しでも経費を切り詰めたり、支出の中身を大幅
に見直したりして、使うお金を圧縮する必要があり
ます。

（単位：億円）

 食費  人件費

 ローン返済  公債費

 医療費  扶助費

 家の増改築、家電製品の買換え  投資的経費

 家、車の修繕費用  維持補修費

 光熱水費・通信費  物件費

 子どもへの仕送り  繰出金

 貯金  積立金

その他  補助費、貸付金

※端数処理の関係で、内訳と合計が一致しない場合があります。

合　計 435.3 合　計 870.5 100.0%

43.4 86.9 9.9%

49.3 98.5 11.3%

15.5 30.9 3.6%

65.5 131.1 15.1%

36.1 72.2 8.3%

4.2 8.5 1.0%

43.8 87.6 10.1%

101.5 202.9 23.3%

項　目 H28年度 項　目 H28年度 構成比

76.0 151.9 17.4%

家計に例えた場合 （単位：万円） 加古川市の歳出

食費

76.0万円

17.4%

ローン返済

43.8万円

10.1%

医療費

101.5万円

23.3%家の増改築、

家電製品の買

換え

36.1万円

8.3%

家、車の

修繕費用

4.2万円

1.0%

光熱水費

・通信費

49.3万円

11.3%

子どもへの

仕送り

65.5万円

15.1％

貯金

15.5万円

3.6%   

その他

43.4万円

9.9%



５－１ 主な財政指標

財政力指数 0.887 ～財源のゆとり～

【算式】 基準財政収入額／基準財政需要額
●基準財政収入額を基準財政需要額で割った値（3年平均）。
●1に近づくか1を超えている団体ほど財源にゆとりがあるとされている。
●平成25年度から4年連続で改善。
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５－２ 主な財政指標

経常収支比率 92.0％ ～財政構造の弾力性～

【算式】 経常経費充当一般財源の額／経常一般財源額×100 

●経常経費充当一般財源額を経常一般財源額で割った比率。
●財政構造の弾力性を表し、比率が低いほど弾力性が大きいことを示す。
●平成28年度は、分子の人件費や公債費等が減少したものの、分母の地方交付税や各種交付金の減少がそれらを上

回ったため、1.1ポイントの悪化となった。
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５－３ 主な財政指標

実質公債費比率 4.3％ ～借金返済等の割合～

【算式】 ［普通会計債の元利償還金＋元利償還金に準ずるもの－（a＋b）］／［標準財政規模－ b］×100

※ a：償還に充てた特定財源 b：交付税算入公債費等
●普通会計の支出のうち、義務的な経費である公債費等を、一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模を基本と

した額で割った比率（3年平均）。フローベースでの財政負担を表す。
●元利償還金に準ずる債務負担行為の減少に伴い、近年は減少傾向。
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５－４ 主な財政指標

将来負担比率 ― ％ ～身の丈に合った負債か～

【算式】 [（将来負担額－充当可能財源） ／（標準財政規模－交付税算入公債費等額）]×100 
●将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。残高ベースの財政負担を表す。
●土地開発公社の経営健全化計画に基づく債務残高の減少等に伴い、近年は減少傾向が続き、平成26年度からは値が

マイナスとなったため算定されず。
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６ 市債残高（一般会計）

市債残高 約 727.2 億円 ～借金の残高～

●平成22年度決算時点の約826億円より、近年は概ね減少傾向。
●投資事業等を抑制することで、新規に発行する市債を抑えている。
●残高に占める臨時財政対策債の割合が増加している。
※臨時財政対策債 ： 一般財源不足を補うため、投資的経費以外の経費にも充てられる特例として発行する地方債。
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（億円）

その他

普通債

臨時財政対策債



７ 基金残高（一般会計）

基金残高 約 193.5億円 ～貯金の残高～

●平成20年度決算時点の約120億円を底に増加傾向であったが、平成28年度は減少。
●平成28年度は、市債管理基金に約28億円を積み立てたが、旧西市民病院の財産処分に伴う繰上償還を行うため、

約46億円を取り崩したことから、市債管理基金の残高は約20億円減少した。
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（億円）

福祉コミュニティ基金

退職手当基金

市債管理基金

公共施設等整備基金

財政調整基金


